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みなと みた
一般社団法人 三田労働基準協会報

　当協会の講習会案内を、メールで受け取ることが可能になりました。ご活
用いただきますようご案内いたします。配信をご希望の方は、下記メールア
ドレスに、「配信を希望する」旨とともに、①「会社名」②「会社所在地」③「電
話及びFAX番号」④「今後も郵送による案内ご希望の有無」、をご記入の上、
メールをお送りください。

最新の講習会情報メール配信のご案内最新の講習会情報メール配信のご案内

mitakoshukai@mita-roukikyo.or.jp（講習会用）

労働行政ニュース ● 2～12
「第68回 全国労働衛生週間」実施要綱（抜粋）／平成28年度の監督指導による賃金
不払残業の是正結果を公表／平成28年度における過労死等の労災補償状況（東京労
働局分）について／東京都最低賃金を958円に引き上げます／業務改善助成金の概
要／「受動喫煙防止対策助成金」のご案内 東京労働局／三田労働基準監督署

ハローワークしながわインフォメーション ● 13
最近の雇用失業情勢

協会だより ● 14～16
港地区健康と安全推進大会／産業保健フォーラム IN TOKYO 2017／新入会員のご
紹介／最近の企業の人事労務管理講習会を開催しました
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　全国労働衛生週間は、労働者の健康管理や職場環境の改善など、労働衛生に関する国民の意識を高めるとともに、
職場での自主的な活動を促して労働者の健康を確保することなどを目的に昭和25年から毎年実施しているもので、
今年で68回目になります。毎年10月１日から７日までを本週間、９月１日から30日までを準備期間とし、各職場
で職場巡視やスローガン掲示、労働衛生に関する講習会・見学会の開催など、さまざまな取組を展開します。
　労働衛生分野では、治療をしながら仕事をしている方が労働人口の３人に１人と多数を占めているなど、治療と仕
事の両立が大きな課題となっているほか、職場におけるメンタルヘルス不調や過重労働、化学物質を原因とする健康
障害などが重要な課題となっています。このような状況を踏まえて、今年度の全国労働衛生週間では、「働き方改革
実行計画」（平成29年３月働き方改革実現会議決定）に基づく、治療と仕事の両立支援の推進や、改正労働安全衛生
法に基づくラベル表示や安全データシート（SDS）の公布といった化学物質による健康障害防止対策の徹底、ストレ
スチェック制度を含むメンタルヘルス対策や過重労働対策の推進、今年から開始した「STOP！熱中症　クールワー
クキャンペーン」（５月〜９月）の推進による職場の熱中症予防対策の重点的な周知を実施することとしています。

全国労働衛生週間（10月１日〜７日）に実施する事項
ア�　事業者又は総括安全衛生管理者による職場巡視
イ�　労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示
ウ�　労働衛生に関する優良職場、功績者等の表彰
エ�　有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等による事故等

緊急時の災害を想定した実地訓練等の実施
オ�　労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、作文・
写真・標語等の掲示、その他労働衛生の意識高揚の
ための行事等の実施

準備期間（９月１日〜 30日）に実施する事項
　下記の事項について、日常の労働衛生活動の総点検
を行う。
①　重点事項
　ア�　治療と仕事の両立支援対策の推進に関する事項
　　�　「事業場における治療と職業生活の両立支援のた

めのガイドライン」（平成28年２月23日付け基発
0223第５号、健発0223第３号、職発0223第７号）
に基づく以下の事業場環境整備

　　ア�　事業者による基本方針等の表明と労働者への
周知

　　イ�　研修等による両立支援に関する意識啓発
　　ウ�　相談窓口等の明確化
　　エ�　両立支援に活用できる休暇・勤務制度や社内

体制の整備
　　オ�　治療と仕事の両立を支援するための制度導入

に係る費用助成、産業保健総合支援センターに
よる支援の活用

　イ�　化学物質による健康障害防止対策に関する事項
　　�　平成28年６月１日に施行された改正労働安全衛

生法に基づく、一定の危険・有害な化学物質（SDS
交付義務対象物質）に関するリスクアセスメント
の着実な実施等の以下の取組

　　ア�　製造者・流通業者が化学物質を含む製剤等を

出荷する際のラベル表示・安全データシート
（SDS）交付の状況の確認

　　イ�　化学物質を含む製剤等を使用する際に、「ラベ
ルでアクション」をキャッチフレーズに、事業
者と労働者がラベル表示を見て、SDSの入手状
況、危険有害性情報の確認

　　ウ�　SDSにより把握した危険有害性についてリス
クアセスメントの実施とその結果に基づくリス
ク低減対策の推進

　　エ�　ラベルやSDSの内容やリスクアセスメントの
結果について労働者に対する教育の推進

　　オ�　皮膚接触や経口ばく露による健康障害防止対
策のための適切な保護具や汚染時の洗浄を含む
化学物質の取り扱い上の注意事項の確認

　　カ�　特殊健康診断等による健康管理の徹底
　　キ�　その他、有害業務に応じたばく露防止対策の

徹底
　　　ａ�．建設業、食料品製造業等における一酸化炭

素中毒の防止のための換気等の徹底
　　　ｂ�．有機溶剤を取り扱う作業におけるばく露防

止措置の徹底
　ウ�　労働者の心の健康の保持増進のための指針等に

基づくメンタルヘルス対策の推進

第68回　全国労働衛生週間
10月１日〜７日（準備期間：９月１日〜 30日）

＜スローガン＞

働き方改革で見直そう　みんなが輝く　健康職場
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［労働行政ニュース］

　平成29年９月６日（水）ハローワーク品川４階大ホールにおいて、三
田労働基準監督署及び三田労働基準協会共催により平成29年度全国労働
衛生週間説明会を開催しました。本説明会は、10月１日から７日まで「働
き方改革で見直そう　みんなが輝く　健康職場」のスローガンのもと展開
される全国労働衛生週間に先立ち行ったものです。
　三田労働基準監督から過重労働防止対策、全国労働衛生週間実施要綱の
説明を行い、特別講演は「ストレスチェック集団分析結果に基づき事業者
が講ずべき措置について」と題して東京産業保健支援センターのメンタル
ヘルス対策促進員の根岸純子様に行っていただきました。

第68回　全国労働衛生週間説明会

　　ア�　事業者によるメンタルヘルスケアを積極的に
推進する旨の表明

　　イ�　衛生委員会等における調査審議を踏まえた「心
の健康づくり計画」の策定、実施状況の評価及
び改善

　　ウ�　４つのメンタルヘルスケア（セルフケア、ラ
インによるケア、事業場内産業保健スタッフ等
によるケア、事業場外資源によるケア）の推進
に関する教育研修・情報提供

　　エ�　ストレスチェック制度の適切な実施
　　オ�　職場環境等の評価と改善等を通じたメンタル

ヘルス不調の予防から早期発見・早期対応、職
場復帰における支援までの総合的な取組の実施

　　カ�　自殺予防週間（９月10日〜９月16日）等をと
らえた職場におけるメンタルヘルス対策への積
極的な取組の実施

　　キ�　産業保健総合支援センターにおけるメンタル
ヘルス対策に関する支援の活用

　エ�　過重労働による健康障害防止のための総合対策
の推進

　　ア�　時間外・休日労働の削減、年次有給休暇の取
得促進及び労働時間等の設定の改善による仕事
と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の
推進

　　イ�　改正労働安全衛生規則（平成29年６月１日施
行）に基づく、長時間労働者に関する産業医へ
の情報提供等の実施の徹底

　　ウ�　長時間にわたる時間外・休日労働を行った労
働者に対する面接指導等の実施の徹底

　　エ�　健康診断の適切な実施、異常所見者の業務内
容に関する医師への適切な情報提供、医師から
の意見聴取及び事後措置の徹底

　　オ�　小規模事業場における産業保健総合支援セン
ターの地域窓口の活用

　オ�　その他の重点事項
　　ア�　職場における腰痛予防対策指針による腰痛の

予防対策の推進
　　　�　腰痛予防対策指針（平成25年６月18日付け基

発0618第１号）に基づく対策の実施
　　イ�　職場における受動喫煙防止対策の推進
　　ウ�　「STOP！熱中症　クールワークキャンペーン」

に基づく以下の熱中症予防対策の徹底
　　エ�　労働者が石綿等にばく露するおそれがある建

築物等における業務での労働者の石綿ばく露防

止対策の徹底
②　労働衛生３管理の推進等
　ア�　労働衛生管理体制の確立とリスクアセスメント

を含む労働安全衛生マネジメントシステムの確立
をはじめとした労働衛生管理活動の活性化

　イ�　作業環境管理の推進
　ウ�　作業管理の推進
　エ�　健康管理の推進
　　�　「職場の健康診断実施強化月間」（９月１日〜９

月30日）の実施
　オ�　労働衛生教育の推進
　カ�　心とからだの健康づくりの継続的かつ計画的な

実施
　キ�　快適職場指針に基づく快適な職場環境の形成の

推進
　ク�　職場における感染症（ウイルス性肝炎、HIV、風

しん等）に関する理解と取組の促進
③　作業の特性に応じた事項
　ア�　粉じん障害防止対策の徹底
　イ�　電離放射線障害防止対策の徹底
　ウ�　騒音障害防止のためのガイドラインに基づく騒

音障害防止対策の徹底
　エ�　振動障害総合対策要綱に基づく振動障害防止対

策の徹底
　オ�　VDT作業における労働衛生管理のためのガイド

ラインによるVDT作業における労働衛生管理対策
の推進

　カ�　石綿障害予防対策の徹底
　キ�　酸素欠乏症等の防止対策の推進
④　東日本大震災に関連する労働衛生対策の推進
　ア�　建築物等の解体作業やがれき処理作業における

石綿ばく露防止対策、粉じんばく露防止対策、破
傷風等感染防止対策等の徹底

　イ�　東電福島第一原発における作業や除染作業等に
従事する労働者の放射線障害防止対策の徹底

　ウ�　「原子力施設における放射線業務及び緊急作業に
係る安全衛生管理対策の強化について（平成24年
８月10日付け基発0810第１号）」に基づく東電福
島第一原発における事故の教訓を踏まえた対応の
徹底

⑤　平成28年熊本地震に関連する労働衛生対策の推進
　建築物等の解体作業やがれき処理作業における石綿
ばく露防止対策、粉じんばく露防止対策、破傷風等感
染防止対策等の徹底

挨拶する野村みどり署長
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保健衛生業
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(11.7%)

建設業
134

(9.9%)

運輸交通業 85 （6.3％）

教育・研究業 63 （4.7％）

金融・広告業 33 （2.4％）

清掃・と畜業 22 （1.6％）

映画・演劇業 ９ （0.7％）

貨物取扱業 ６ （0.4％）

畜産・水産業 ５ （0.4％）

通信業 ４ （0.3％）

鉱業 ２ （0.1％）

官公署 ２ （0.1％）

農林業 １ （0.1％）

その他の事業 160 （11.9％）

企業数
計1,349

製造業
19,447 

(19.7%)

保健衛生業
17,103 
(17.4%)

商業
16,779 
(17.1%)

教育・研究業
7,026
(7.2%)

建設業
7,688 
(7.8%)

商業
294,885 
(23.1%)

保健衛生業
206,909 
(16.2%)

製造業
168,367 
(13.2%)

運輸交通業
96,095
(7.6%)

建設業
146,157 
(11.5%)

金融・広告業 5,613 （5.7％）

運輸交通業 5,448 （5.6％）

接客娯楽業 2,173 （2.2％）

清掃・と畜業 581 （0.6％）

通信業 256 （0.3％）

畜産・水産業 215 （0.2％）

貨物取扱業 207 （0.2％）

映画・演劇業 192 （0.2％）

鉱業 41 （0.1％）

官公署 30 （0.1％）

農林業 ４ （0.1％）

その他の事業 15,175 （15.5％）

対象労働者数
計97,978人

教育・研究業 84,605 （6.6％）

金融・広告業 62,197 （4.9％）

接客娯楽業 30,017 （2.4％）

清掃・と畜業 7,691 （0.6％）

映画・演劇業 4,897 （0.4％）

官公署 2,810 （0.2％）

貨物取扱業 1,836 （0.1％）

畜産・水産業 1,635 （0.1％）

通信業 1,403 （0.1％）

農林業 246 （0.1％）

鉱業 236 （0.1％）

その他の事業 162,341 (12.8％)

その他
392

（29.0％）

是正支払額
計1,272,327万円

（単位：万円）

（単位：人）

（単位：件）

１企業当たりの
支払われた割増
賃金額の平均額

943万円

労働者１人当たり
の支払われた割増
賃金額の平均額

13万円

① 業種別の企業数

（※）

（※）その他の内訳

② 業種別の対象労働者数

その他
29,935

（30.8％）
（※）

（※）その他の内訳

③ 業種別の是正支払額

その他
359,914
（28.4％）

（※）

（※）その他の内訳
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267

(19.8%)接客娯楽業
94

(7.0%)
保健衛生業

158
(11.7%)

建設業
134

(9.9%)

運輸交通業 85 （6.3％）

教育・研究業 63 （4.7％）

金融・広告業 33 （2.4％）

清掃・と畜業 22 （1.6％）

映画・演劇業 ９ （0.7％）

貨物取扱業 ６ （0.4％）

畜産・水産業 ５ （0.4％）

通信業 ４ （0.3％）

鉱業 ２ （0.1％）

官公署 ２ （0.1％）

農林業 １ （0.1％）

その他の事業 160 （11.9％）

企業数
計1,349

製造業
19,447 

(19.7%)

保健衛生業
17,103 
(17.4%)

商業
16,779 
(17.1%)

教育・研究業
7,026
(7.2%)

建設業
7,688 
(7.8%)

商業
294,885 
(23.1%)

保健衛生業
206,909 
(16.2%)

製造業
168,367 
(13.2%)

運輸交通業
96,095
(7.6%)

建設業
146,157 
(11.5%)

金融・広告業 5,613 （5.7％）

運輸交通業 5,448 （5.6％）

接客娯楽業 2,173 （2.2％）

清掃・と畜業 581 （0.6％）

通信業 256 （0.3％）

畜産・水産業 215 （0.2％）

貨物取扱業 207 （0.2％）

映画・演劇業 192 （0.2％）

鉱業 41 （0.1％）

官公署 30 （0.1％）

農林業 ４ （0.1％）

その他の事業 15,175 （15.5％）

対象労働者数
計97,978人

教育・研究業 84,605 （6.6％）

金融・広告業 62,197 （4.9％）

接客娯楽業 30,017 （2.4％）

清掃・と畜業 7,691 （0.6％）

映画・演劇業 4,897 （0.4％）

官公署 2,810 （0.2％）

貨物取扱業 1,836 （0.1％）

畜産・水産業 1,635 （0.1％）

通信業 1,403 （0.1％）

農林業 246 （0.1％）

鉱業 236 （0.1％）

その他の事業 162,341 (12.8％)

その他
392

（29.0％）

是正支払額
計1,272,327万円

（単位：万円）

（単位：人）

（単位：件）

１企業当たりの
支払われた割増
賃金額の平均額

943万円

労働者１人当たり
の支払われた割増
賃金額の平均額

13万円

① 業種別の企業数

（※）

（※）その他の内訳

② 業種別の対象労働者数

その他
29,935

（30.8％）
（※）

（※）その他の内訳

③ 業種別の是正支払額

その他
359,914
（28.4％）

（※）

（※）その他の内訳

製造業
34

(18.5%)

商業
34

(18.5%)

金融広告業
14

(7.6%) 保健衛生業
23

(12.5%)

建設業
22

(12.0%)

教育・研究業 12 （6.5％）

運輸交通業 ６ （3.3％）

接客娯楽業 ４ （2.2％）

清掃・と畜業 ２ （1.1％）

映画・演劇業 １ （0.5％）

官公署 １ （0.5％）

その他の事業 31 （16.8％）

企業数
計184

金融・広告業
4,684
(9.4%)

商業
9,563

(19.2%)

製造業
7,617

(15.3%)

保健衛生業
5,947

(11.9%)

教育・研究業
4,967

(10.0%)

商業
227,336
(24.8%)

保健衛生業
154,104
(16.9%)運輸交通業

74,050
(8.1%) 建設業

101,880
(11.2%)

製造業
93,377

(10.2%)

運輸交通業 3,501 （7.0％）

建設業 3,274 （6.6％）

接客娯楽業 164 （0.3％）

清掃・と畜業 112 （0.2％）

映画・演劇業 59 （0.1％）

官公署 15 （0.1％）

その他の事業 9,927 （19.9％）

対象労働者数
計49,830人

教育・研究業 67,918 （7.4％）

金融・広告業 55,280 （6.1％）

接客娯楽業 8,017 （0.9％）

清掃・と畜業 3,344 （0.4％）

映画・演劇業 2,186 （0.2％）

官公署 1,822 （0.2％）

その他の事業 124,392 （13.6％）

是正支払額
計913,706万円

（注）対象事案は、労基署が定期監督及び申告に基づく監督を実施し、割増賃金の不払いに係る指導を行った結果、平成28年
４月から平成29年３月までの間に１企業で合計100万円及び1,000万円以上の割増賃金の支払いがなされたもの

（単位：万円）

（単位：人）

（単位：件）① 業種別の企業数

② 業種別の対象労働者数

③ 業種別の是正支払額

その他
57

（30.9％）
（※）

（※）その他の内訳

その他
17,052

（34.2％）
（※）

（※）その他の内訳

その他
262,959
（28.8％）
（※）

（※）その他の内訳

製造業
34

(18.5%)

商業
34

(18.5%)

金融広告業
14

(7.6%) 保健衛生業
23

(12.5%)

建設業
22

(12.0%)

教育・研究業 12 （6.5％）

運輸交通業 ６ （3.3％）

接客娯楽業 ４ （2.2％）

清掃・と畜業 ２ （1.1％）

映画・演劇業 １ （0.5％）

官公署 １ （0.5％）

その他の事業 31 （16.8％）

企業数
計184

金融・広告業
4,684
(9.4%)

商業
9,563

(19.2%)

製造業
7,617

(15.3%)

保健衛生業
5,947

(11.9%)

教育・研究業
4,967

(10.0%)

商業
227,336
(24.8%)

保健衛生業
154,104
(16.9%)運輸交通業

74,050
(8.1%) 建設業

101,880
(11.2%)

製造業
93,377

(10.2%)

運輸交通業 3,501 （7.0％）

建設業 3,274 （6.6％）

接客娯楽業 164 （0.3％）

清掃・と畜業 112 （0.2％）

映画・演劇業 59 （0.1％）

官公署 15 （0.1％）

その他の事業 9,927 （19.9％）

対象労働者数
計49,830人

教育・研究業 67,918 （7.4％）

金融・広告業 55,280 （6.1％）

接客娯楽業 8,017 （0.9％）

清掃・と畜業 3,344 （0.4％）

映画・演劇業 2,186 （0.2％）

官公署 1,822 （0.2％）

その他の事業 124,392 （13.6％）

是正支払額
計913,706万円

（注）対象事案は、労基署が定期監督及び申告に基づく監督を実施し、割増賃金の不払いに係る指導を行った結果、平成28年
４月から平成29年３月までの間に１企業で合計100万円及び1,000万円以上の割増賃金の支払いがなされたもの

（単位：万円）

（単位：人）

（単位：件）① 業種別の企業数

② 業種別の対象労働者数

③ 業種別の是正支払額

その他
57

（30.9％）
（※）

（※）その他の内訳

その他
17,052

（34.2％）
（※）

（※）その他の内訳

その他
262,959
（28.8％）
（※）

（※）その他の内訳

製造業
34

(18.5%)

商業
34

(18.5%)

金融広告業
14

(7.6%) 保健衛生業
23

(12.5%)

建設業
22

(12.0%)

教育・研究業 12 （6.5％）

運輸交通業 ６ （3.3％）

接客娯楽業 ４ （2.2％）

清掃・と畜業 ２ （1.1％）

映画・演劇業 １ （0.5％）

官公署 １ （0.5％）

その他の事業 31 （16.8％）

企業数
計184

金融・広告業
4,684
(9.4%)

商業
9,563

(19.2%)

製造業
7,617

(15.3%)

保健衛生業
5,947

(11.9%)

教育・研究業
4,967

(10.0%)

商業
227,336
(24.8%)

保健衛生業
154,104
(16.9%)運輸交通業

74,050
(8.1%) 建設業

101,880
(11.2%)

製造業
93,377

(10.2%)

運輸交通業 3,501 （7.0％）

建設業 3,274 （6.6％）

接客娯楽業 164 （0.3％）

清掃・と畜業 112 （0.2％）

映画・演劇業 59 （0.1％）

官公署 15 （0.1％）

その他の事業 9,927 （19.9％）

対象労働者数
計49,830人

教育・研究業 67,918 （7.4％）

金融・広告業 55,280 （6.1％）

接客娯楽業 8,017 （0.9％）

清掃・と畜業 3,344 （0.4％）

映画・演劇業 2,186 （0.2％）

官公署 1,822 （0.2％）

その他の事業 124,392 （13.6％）

是正支払額
計913,706万円

（注）対象事案は、労基署が定期監督及び申告に基づく監督を実施し、割増賃金の不払いに係る指導を行った結果、平成28年
４月から平成29年３月までの間に１企業で合計100万円及び1,000万円以上の割増賃金の支払いがなされたもの

（単位：万円）

（単位：人）

（単位：件）① 業種別の企業数

② 業種別の対象労働者数

③ 業種別の是正支払額

その他
57

（30.9％）
（※）

（※）その他の内訳

その他
17,052

（34.2％）
（※）

（※）その他の内訳

その他
262,959
（28.8％）
（※）

（※）その他の内訳

〜 1,349企業に対し、合計127億2,327万円の支払いを指導〜
　厚生労働省は、平成28年度に時間外労働などに対する割増賃金を支払っていない企業に対して、労働基
準法違反で是正指導した結果を取りまとめましたので公表しました。
　これは、全国の労働基準監督署が、賃金不払残業に関する労働者からの申告や各種情報に基づき企業への
監督指導を行った結果、平成28年４月から平成29年３月までの期間に不払いだった割増賃金が各労働者に
支払われたもののうち、その支払額が１企業で合計100万円以上となった事案を取りまとめたものです。

（注）対象事案は、労基署が定期監督及び申告に基づく監督を実施し、割増賃金の不払いに係る指導を行った結果、平成28年４月から平
成29年３月までの間に１企業で合計100万円及び1,000万円以上の割増賃金の支払いがなされたもの

平成28年度の監督指導による
賃金不払残業の是正結果を公表

●100万円以上の割増賃金の遡及支払状況（平成28年度分） ●1,000万円以上の割増賃金の遡及支払状況（平成28年度分）
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［労働行政ニュース］

　監督指導の対象となった企業では、定期的にタイムカードの打刻時刻やパソコンのログ記録と実働時間と
の隔たりがないか確認するなど、賃金不払残業の解消のためにさまざまな取組が行われています。
　厚生労働省では、引き続き、賃金不払残業の解消に向け、監督指導を徹底するとしています。

【平成28年度の監督指導による賃金不払残業の是正結果のポイント】

⑴　是正企業数　1,349企業（前年度比　１企業の増）
　　　うち、1,000万円以上の割増賃金を支払ったのは、184企業
⑵　支払われた割増賃金合計額　127億2,327万円（同　27億2,904万円の増）
⑶　対象労働者数　９万7,978人（同　5,266人の増）
⑷　支払われた割増賃金の平均額は、１企業当たり943万円、労働者１人当たり13万円

●100万円以上及び1,000万円以上の割増賃金の遡及支払状況（過去10年分）

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

企業数（件）
対象労働者数（百人）
是正支払額（万円）

（単位：件、百人） （単位：万円）

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

企業数（件）
対象労働者数（百人）
是正支払額（万円）

（単位：件、百人） （単位：万円）100万円以上の割増賃金の是正支払状況

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

企業数（件）
対象労働者数（百人）
是正支払額（万円）

（単位：件、百人） （単位：万円）

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

企業数（件）
対象労働者数（百人）
是正支払額（万円）

（単位：件、百人） （単位：万円）

1,000万円以上の割増賃金の是正支払状況



みなと　みた　2017・９6

平成28年度における過労死等の 
労災補償状況（東京労働局分）について

◎�東京労働局は、平成28年度中に行われた管下18労働基準監督署における過労死等（脳・心臓疾患及び精
神障害事案）に係る労災請求・認定件数を取りまとめました。その概要は、次のとおりです。
◎�東京労働局においては、過労死・自殺等の防止に向けて、過重労働による健康障害防止対策、メンタルヘ
ルス対策等を積極的に推進することとしています。

■業種別認定件数 （件）

脳・心臓疾患 精神障害［うち自殺］
請求件数 決定件数 うち支給決定件数 請求件数 決定件数 うち支給決定件数

農業、林業、漁業、鉱業、
採石業、砂利採取業 0（0） 0（0） 0（0） 0　（0） ［0（0）］ 0 （0） ［0（0）］ 0 （0） ［0（0）］

建 設 業 13（0） 11（0） 2（0） 20　（3） ［1（0）］ 19 （1） ［3（0）］ 10 （1） ［2（0）］
製 造 業 15（0） 9（0） 3（0） 33　（8） ［5（0）］ 29 （4） ［5（0）］ 14 （3） ［1（0）］
情 報 通 信 業 13（0） 12（0） 5（0） 37 （13） ［3（0）］ 38（11） ［2（0）］ 16 （6） ［1（0）］
運輸業、郵便業 23（0） 15（0） 9（0） 28　（3） ［2（1）］ 15 （2） ［1（1）］ 6 （1） ［0（0）］
卸売業・小売業 22（2） 14（1） 2（0） 46 （23） ［1（0）］ 36（17） ［0（0）］ 9 （5） ［0（0）］
金融業・保険業 2（1） 2（0） 0（0） 15　（5） ［1（0）］ 9 （6） ［1（0）］ 4 （2） ［1（0）］
宿泊業、飲食サービス業 15（4） 9（1） 4（0） 18　（4） ［2（1）］ 17 （2） ［2（0）］ 8 （2） ［1（0）］
教育、学習支援業 2（1） 2（1） 0（0） 4　（2） ［0（0）］ 7 （4） ［2（0）］ 4 （3） ［1（0）］
医 療、 福 祉 6（6） 5（5） 0（0） 26 （19） ［2（1）］ 25（19） ［0（0）］ 2 （2） ［0（0）］
その他の事業（上記以外の事業） 41（2） 25（0） 4（0） 61 （25） ［8（1）］ 39（14） ［3（1）］ 16 （2） ［3（1）］
合　　　計 152（16） 104（8） 29（0） 288（105）［25（4）］ 234（80）［19（2）］ 89（27）［10（1）］

注１　業種については、「日本標準産業分類（大分類）」による。
　２　（　）内は女性の数で内数である。

■職種別認定件数 （件）

脳・心臓疾患 精神障害［うち自殺］
請求件数 決定件数 うち支給決定件数 請求件数 決定件数 うち支給決定件数

管理的職業従事者 19（0） 14（0） 2（0） 17　（3） ［2（0）］ 16 （5） ［2（0）］ 9 （3） ［1（0）］
専門的・技術的職業従事者 22（4） 16（2） 6（0） 72 （29）［11（2）］ 57（17） ［6（1）］ 21 （3） ［4（1）］
事 務 従 事 者 15（3） 13（1） 3（0） 88 （45） ［5（1）］ 68（31） ［3（1）］ 19 （9） ［0（0）］
販 売 従 事 者 26（1） 18（1） 5（0） 43 （17） ［3（0）］ 35（19） ［3（0）］ 14 （8） ［1（0）］
サービス職業従事者 16（5） 11（4） 4（0） 24　（7） ［3（1）］ 21 （6） ［2（0）］ 8 （2） ［1（0）］
生産工程従事者 4（0） 2（0） 0（0） 10　（2） ［0（0）］ 11 （1） ［1（0）］ 5 （1） ［1（0）］
輸送・機械運転従事者 24（0） 17（0） 9（0） 20　（2） ［0（0）］ 11 （1） ［0（0）］ 6 （1） ［0（0）］
建設・採掘従事者 12（0） 9（0） 0（0） 6　（0） ［0（0）］ 7 （0） ［1（0）］ 2 （0） ［1（0）］
運搬・清掃・包装等従事者 6（3） 1（0） 0（0） 5　（0） ［0（0）］ 4 （0） ［0（0）］ 3 （0） ［0（0）］
その他の職種（上記以外の職種） 8（0） 3（0） 0（0） 3　（0） ［1（0）］ 4 （0） ［1（0）］ 2 （0） ［1（0）］

合計 152（16） 104（8） 29（0） 288（105）［25（4）］ 234（80）［19（2）］ 89（27）［10（1）］
注１　業種については、「日本標準産業分類（大分類）」による。
　２　（　）内は女性の数で内数である。
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〜発効日は平成29年10月１日です〜
　東京労働局長は、東京都最低賃金を26円引き上げ、
時間額958円に改正することを決定し、官報公示を
行いました。
　東京都最低賃金（地域別最低賃金）の改正につい
ては、本年７月５日、東京労働局長から東京地方最
低賃金審議会（会長　都留　康）に対し諮問を行い
ました。
　同審議会は審議の結果、８月７日、現行の時間額

932円を26円引き上げて、958円に改正する（引上
率2.79％）ことが適当である旨の答申を行いました。
　これを受けて東京労働局長は、答申内容の公示等
所要の手続きを経て、東京都最低賃金を時間額958
円とする決定を行い、９月１日、官報公示を行いま
した。これにより、効力発生日は平成29年10月１
日となります。

東京都最低賃金を958円に引き上げます

〈平成29年度地域別最低賃金時間額答申状況〉
都道府
県名　

答申された
改定額【円】

引上げ額
 【円】（発効予定年月日）

都道府
県名　

答申された
改定額【円】

引上げ額
 【円】（発効予定年月日）

北海道 810（786） 24 （平成29年10月１日） 滋　賀 813（788） 25 （平成29年10月５日）
青　森 738（716） 22 （平成29年10月６日） 京　都 856（831） 25 （平成29年10月１日）
岩　手 738（716） 22 （平成29年10月１日） 大　阪 909（883） 26 （平成29年９月30日）
宮　城 772（748） 24 （平成29年10月１日） 兵　庫 844（819） 25 （平成29年10月１日）
秋　田 738（716） 22 （平成29年10月１日） 奈　良 786（762） 24 （平成29年10月１日）
山　形 739（717） 22 （平成29年10月６日） 和歌山 777（753） 24 （平成29年10月１日）
福　島 748（726） 22 （平成29年10月１日） 鳥　取 738（715） 23 （平成29年10月６日）
茨　城 796（771） 25 （平成29年10月１日） 島　根 740（718） 22 （平成29年10月１日）
栃　木 800（775） 25 （平成29年10月１日） 岡　山 781（757） 24 （平成29年10月１日）
群　馬 783（759） 24 （平成29年10月１日） 広　島 818（793） 25 （平成29年10月１日）
埼　玉 871（845） 26 （平成29年10月１日） 山　口 777（753） 24 （平成29年10月１日）
千　葉 868（842） 26 （平成29年10月１日） 徳　島 740（716） 24 （平成29年10月５日）
東　京 958（932） 26 （平成29年10月１日） 香　川 766（742） 24 （平成29年10月１日）
神奈川 956（930） 26 （平成29年10月１日） 愛　媛 739（717） 22 （平成29年10月１日）
新　潟 778（753） 25 （平成29年10月１日） 高　知 737（715） 22 （平成29年10月13日）
富　山 795（770） 25 （平成29年10月１日） 福　岡 789（765） 24 （平成29年10月１日）
石　川 781（757） 24 （平成29年10月１日） 佐　賀 737（715） 22 （平成29年10月５日）
福　井 778（754） 24 （平成29年10月１日） 長　崎 737（715） 22 （平成29年10月６日）
山　梨 784（759） 25 （平成29年10月13日） 熊　本 737（715） 22 （平成29年10月１日）
長　野 795（770） 25 （平成29年10月１日） 大　分 737（715） 22 （平成29年10月１日）
岐　阜 800（776） 24 （平成29年10月１日） 宮　崎 737（714） 23 （平成29年10月６日）
静　岡 832（807） 25 （平成29年10月４日） 鹿児島 737（715） 22 （平成29年10月１日）
愛　知 871（845） 26 （平成29年10月１日） 沖　縄 737（714） 23 （平成29年10月１日）
三　重 820（795） 25 （平成29年10月１日）全国加重

平均額 848（823） 25 ─
※１　括弧書きは、平成28年度地域別最低賃金額。
※２　「発効予定年月日」欄の日付は異議審がない場合の最短のもの。
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１．最低賃金の現状を理解しよう
　「最低賃金」とは、最低賃金法に基づき、国が賃
金の最低額を定めたものです。
　最低賃金には、地域別最低賃金と特定最低賃金の
２種類があり、その両方が同時に適用される場合に
は、使用者は高い方の最低賃金額以上の賃金を支払
わなければなりません。

Ｑ　最低賃金の現状は？

　最低賃金は右肩上がりで上昇を続けています。
　平成28年10月１日から順次、すべての都道府県
で改定地域別最低賃金額が発効され、改定額の全国
加重平均は823円となり、平成27年度から25円の
上昇となりました。
　これは、比較可能な平成14年度以降で、最大の
上げ幅となります。

Ｑ　なぜ、最低賃金を引き上げることが必要なの？

　最低賃金の引上げは、中小企業・小規模事業者の
生産性向上等のための支援や取引条件の改善等とと
もに、全ての所得層での賃金上昇と企業収益向上の
好循環の持続・拡大につながることが期待されます。
　最低賃金については、「ニッポン一億総活躍プラ
ン」（平成28年６月２日閣議決定）において、「年
率３％程度を目途として、名目GDP成長率にも配
慮しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平

均が1,000円となる
ことを目指す。こ
のような最低賃金
の引上げに向けて、
中小企業、小規模
事業者の生産性向
上等のための支援
や取引条件の改善
を図る。」と示され
ています。
　厚生労働省では、最低賃金の引上げに向けて、中
小企業・小規模事業者に対するさまざまな支援策を
実施しています。
�

２．業務改善助成金とは？
　業務改善助成金は、「ニッポン一億総活躍プラン」、
「経済財政運営と改革の基本方針2016」及び「日本
再興戦略2016」（いずれも平成28年６月２日閣議決
定）に記載されている、最低賃金の引上げに向けた
中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための支
援の一環として実施しています。

Ｑ　「業務改善助成金」とは？（概要）

　生産性向上のための設備投資などにかかる費用の
一部を助成します。
　中小企業・小規模事業者の生産性向上を支援し、
事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引
上げを図るための制度です。生産性向上のための設
備投資などを行い、事業場内最低賃金を一定額以上
引き上げた場合、その設備投資などにかかった費用
の一部を助成します。

Ｑ　誰がもらえるの？（支給対象者）

　事業場内最低賃金が1,000円未満の中小企業・小
規模事業者が対象となります。
⑴�　業種に応じて、①「資本金の額又は出資の総額」、
②「常時使用する企業全体の労働者数」のいずれ
かの要件を満たすことが必要です。

600
（円）

（年度）

620

640

660

680

700
720

740

760

780

800
820

840

H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19

687
703

713
730 737

749
764

780
798

823

25円上昇

地域別最低賃金の全国加重平均額の推移（直近10年間）

厚生労働省「地域別最低賃金の全国加重平均額と引上げ率の推移」を基に作成

要件を満たし、事業場内最低賃金を引き上げることにより、活用できる助成金があります。
会社の生産性向上のために、あなたの会社をサポートする助成金を活用しましょう。　　　

業務改善助成金の概要

好循環の
メカニズム

消費拡大賃金UP

生産増加
収益改善
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［労働行政ニュース］

⑵�　引き上げる賃金額により、支給対象者が異なり
ますのでご注意ください。

Ｑ　どうしたらもらえるの？（主な支給要件）

１　事業実施計画を策定すること
⑴　賃金引上計画
　�　事業場内最低賃金を一定額以上引き上げる計
画。（就業規則等に規定）

⑵　業務改善計画
　�　生産性向上のための設備投資などの計画。
２　⑴　引上げ後の賃金額を支払うこと
　　　�　引上げ後の賃金額が、事業場内最低賃金に

なることが必要です。
　　⑵�　生産性向上に資する機器・設備などを導入

することにより業務改善を行い、その費用を
支払うこと

　　　ア　単なる経費削減のための経費
　　　イ　職場環境を改善するための経費
　　　ウ�　社会通念上当然に必要となる経費
　　　は除きます。
３�　解雇、賃金引下げ等の不交付事由がないこと　
など

※その他、申請に当たって必要な書類があります。

�

３．もっと知りたい！『業務改善助成金』について
Ｑ　具体的な助成額などは？

　申請コースごとに定める引上げ額以上、事業場内
最低賃金を引き上げた場合、生産性向上のための設
備投資などにかかった費用に助成率を乗じて算出し

た額を助成します（1,000円未満端数切り捨て）。な
お、申請コースごとに、助成対象事業場、引上げ額、
助成率、助成の上限額が定められていますので、ご
注意ください。

Ｑ　申請手続きは？

　申請から支給されるまでの事務手続は下図のとお
りです。

　申請先は、事業場が所在する地域の都道府県労働
局雇用環境・均等部（室）となります。

一般産業(下記以外) ３億円以下の法人    300人以下

卸    売    業  １億円以下の法人    100人以下

サ ー ビ ス 業 5,000万円以下の法人 100人以下

小    売    業 5,000万円以下の法人 50人以下

❶資本金の額又は
　出資の総額

❷常時使用する企業
　全体の労働者数業   種

事業場内最低賃金が
１,０００円未満の事業場

７／１０※1
(常時使用する労働者数が

企業全体で30人以下の事業場は３／４※1)

※1 生産性要件を満たした場合には
）５／４（ ４／３

事業場内最低賃金が
８００円以上１,０００円未満

の事業場
１２０円コース

9０円コース

60円コース

１２０円以上

9０円以上

60円以上

申請コース区分 助成対象事業場 引上げ額 助成率 助成の上限額

。すまりなと象対成助も」費経グンィテルサンコ営経「」費練訓育教・成育材人「 ○
○ 過去に業務改善助成金を受給したことのある事業場であっても、助成対象となります。
★助成率が加算になる「生産性要件」とは、支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性指標と、その ３年前の決算書類に基づく
　生産性指標を比較して伸び率が６％以上伸びている場合をいいます。

１００万円

１５０万円

２００万円

中小企業
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・
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実
画
計 労働局

金
成
助

知
通
定
確

労働局

込
振
金
成
助

中小企業

告
報
績
実

成
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書
告
報
績
実
・

中小企業

求
請
払
支
金
成
助

成
作
書
求
請
払
支
・

ST

EP

11 ST

EP

22 ST

EP

33 ST

EP

44

※2  助成金を受給した事業主は、労働局長に対し受給後の解雇、賃金等の状況を報告するため状況報告を提出してください。
　　 　　 この報告を行わない、または虚偽の報告を行った場合は、交付決定を取り消し、支給した助成金を回収する場合があります。

※2
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○平成29年７月の雇用失業情勢のポイント（全国）
　☆�完全失業率（季節調整値）2.8％であり、前月と同水準。
　☆�完全失業者数（季節調整値）は、前月より１万人増加し、190万人。（原数値は191万人で、前年同月差
12万人減少）

　☆�就業者数（季節調整値）は、前月より14万人増加し、6,545万人。
　☆�雇用者数（季節調整値）は、前月より20万人増加し、5,846万人。
　☆�雇用者数（原数値）を主要産業別にみると、前年同月比で「情報通信業」「生活関連サービス業、娯楽業」
で減少している。

　☆�平成29年７月の有効求人倍率（季節調整値）は1.52倍であり、前月より0.01ポイント上昇。
　☆�平成29年７月の新規求人倍率（季節調整値）は2.27倍であり、前月より0.02ポイント上昇。
　　�　内閣府の月例経済報告（平成29年８月）「景気は、緩やかな回復基調が続いている。先行きについては、
雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待され
る。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。」（※景気の総括
判断は維持。）

　　�　「雇用情勢は、改善している。雇用情勢の先行きについては、改善していくことが期待される。」（※
雇用情勢判断は維持。）

項　目
新規求人倍率 有効求人倍率

就職者数 求人充足数
全国 東京 品川 全国 東京 品川

26年度 1.69 2.58 13.04 1.11 1.61 7.16 12,412 16,541
27年度 1.86 2.93 14.88 1.23 1.81 8.06 11,899 15,854
28年度 2.08 3.24 16.16 1.39 2.04 8.70 10,916 14,880
29年７月 2.27 3.38 15.07 1.52 2.10 8.08 10,549 14,174

注意）１．月別の求人倍率は全国、東京が季節調整値、品川所が原数値、各年度の求人倍率は原数値です。
　　　２．就職者数、求人充足数は都内ハローワーク全体の原数値、各年度は平均値です。
　　　３．就職者数、求人充足数及び求人倍率は、学卒を除き、パートタイムを含んだ数値です。

※窓口からの求人・求職状況（平成29年７月）
　都内の求人・求職の動きを見ると、有効求人数（原数値）は362,236人（前年同月比0.7％増）で、87か月
連続で前年同月を上回った。また、新規求人数（原数値）は121,267人（前年同月比1.1％減）で、３か月ぶ
りに前年同月を下回った。
　一方、有効求職者数（原数値）は180,780人（前年同月比2.4％減）で、83か月連続で前年同月を下回った。
また、新規求職者数（原数値）は36,102人（前年同月比4.3％減）で、２か月連続で前年同月を下回った。
　就職件数は10,549件で、前年同月より6.0％減となった。一般、パート別の状況をみると、一般は6,021件（前
年同月比8.5％減）、パートは4,528件（前年同月比2.4％減）となった。
　東京の企業倒産状況（㈱東京商工リサーチ調べ）は、倒産件数152件（前年同月比7.0％増）。業種別件数
では、サービス業（31件）、卸売業（28件）、建設業、小売業（19件）の順となった。
（季節調整値は、センサス局法㈼（X-12-ARIMA）により、毎年１月分の公表に併せて「季節調整値替え」
が行われる。）
� ☆ハローワーク品川の労働市場情報・求人・求職・賃金情報等について提供しております。
� ハローワーク品川　産業雇用情報官
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ＦＡＸでお申し込みください。
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［協会だより］

吉川 徹 氏

【特別講演】

髙木 智子 氏

岩鼻 宏樹 氏

�
〈新入会員のご紹介〉	 前号以降にご入会された会員の皆様です。よろしくお願いいたします。

事　業　場　名 所　在　地 電　　話 業　　　種
ヴェルト㈱ 港区東新橋2-5-12 03-3433-9371 ポストプロダクション
（一財）日本情報経済社会推進協会 港区六本木1-9-9 03-5860-7551 サービス業（一般財団法人）
（公財）日産厚生会　玉川クリニック 世田谷区玉川3-15-17 03-3709-3281 医療
㈱電技社 港区芝3-6-12 03-3453-7235 電気設備設計施工管理
㈱ナイガイ 港区赤坂7-8-5 03-6230-1651 衣料品卸売業
㈱ミュウ・ラボラトリー 渋谷区渋谷3-7-1 03-6412-8258 スクール運営の業務請負
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［協会だより］
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［編集発行］ 一般社団法人  三田労働基準協会 ［編集協力］労働調査会
〒108－0014 東京都港区芝４－４－５三田労働基準協会ビル
TEL　03－3451－0901　FAX　03－3451－7692
URL　http://www.mita-roukikyo.or.jp

〒170－0004 東京都豊島区北大塚２－４－５調査会ビル

TEL　03－3915－6401　FAX　03－3918－0710

健康診断・特殊健康診断等

作業環境測定についてもお任せ下さい。

企業に合った健康診断を提供しております。
定期的に健康診断を受け、早期発見・早期治療を心掛けましょう。

〒142－0064　東京都品川区旗の台6－16－11

ALL JAPAN LABOUR WELFARE FOUNDATION

会長  医学博士　柳澤  信夫

FAX：03－3783－6598　Mail：keikaku@zrf.or.jp
TEL：03－3783－9411

併せて、長時間労働面談・保健指導・健康
セミナー・健康相談等実施しております。
お気軽にご相談下さい。

全日本労働福祉協会は、厚生労働省が
推進する、がん検診受診率50％を目指
すプロジェクトの推進パートナーです。

一般財団法人 全日本労働福祉協会

　７月11日に、ハローワーク品川入居ビル４階の大ホー
ルで安西法律事務所所長安西愈弁護士による講演を行
いました。安西弁護士の講演会は毎年の恒例となって
おり、いつも聴講希望者があふれておりました。今年
は少しでも多くの会員にご参加いただけるよう、各企
業１名のみと人数を制限させていただき、会場も200名
以上収容できます場所を確保いたしまし
たが、それでも聴講をお断りせざるを得
ない状況となりました。
　当日は、三田労基署長挨拶の後、安西
弁護士から２時間にわたり「最近の企業
の人事労務管理〜労働関係法令の相次ぐ
改正への対応〜」と題しました講演をい
ただきました。最近の話題である「働き
方改革」に企業はどう対応するかについ

て、「同一労働同一賃金」の考え方、定年後再雇用者へ
の対応方法、「長時間労働の是正」に伴う限度基準時間
と労働時間管理の方法、「労働契約法の無期転換制度」
に対する様々な方法など、企業の皆様にわかりやすく
ご講演頂きました。配付いたしました資料も今までで
一番厚い79ページとなっていました。

最近の企業の人事労務管理講習会を開催しました

満席となった会場 講演される安西弁護士


